
網使用料算定根拠



　目　　次

Ⅰ.算定手順 2

Ⅱ.原価の算定及び料金の設定 3

Ⅲ.投資等比率及び貯蔵品比率の算定 4

Ⅳ.接続料収納までの平均的な日数の算定 5

Ⅴ.資本構成比率の算定 6

Ⅵ.他人資本利子率の算定 7

Ⅶ.自己資本利益率の算定 8

Ⅷ.利益対応税率の算定 9

（別紙１）端末回線伝送機能の算定根拠（補正申請） 10
＜平成14年1月31日認可＞の算定根拠

（別紙２）端末回線伝送機能の算定根拠 11
＜平成14年1月31日認可＞の算定根拠

1



 Ⅰ．算定手順

（１）端末回線伝送機能

（２）加入者回線のうち引込分岐点～保安器間コスト

物品費・取付費  

 

 

 

諸掛費  

共通割掛費  

 

 

2

設備管理運営費

他人資本費用

自己資本費用

利益対応税

接続料規則　第十条（指定設備管理運営費の算定の特例）

創設費の算定 年経費の算定 接続料の算定

端末回線伝送機能（第5条
（標準的な接続箇所）第1項
の表中第1-2欄で接続する場
合）　端末回線により伝送
を行う機能のイ　第2群の伝
送方式を用いるもの

平成14年1月31日認可
「網使用料算定根拠」記載の料金
（H13.11.8申請、H14.1.31補正申請）



Ⅱ．原価の算定及び料金の設定

・端末回線伝送機能（第5条（標準的な接続箇所）第1項の表中第1-2欄で接続する場合）　　端末回線により伝送を行う機能

　イ　第2群の伝送方式を用いるもの

(1)原価の算定

Ａ．加入者回線

①メタル設備のみを用いる加入者回線

区分 コスト等 備考

1回線あたりコスト（円/回線（2線式（タイプ１)・月）） 1,233 （別紙１）端末回線伝送機能（補正申請）（H14.1.31認可）の網使用料算定根拠のＢの①のcより

②加入者回線のうち引込分岐点～保安器間（1回線あたり）

区分 コスト等 備考

a.創設費（円/月） 9,755

b.設備管理運営費（円/月） 1,475

c.他人資本費用（円/月） 69 接続約款の料金表第2網改造料の算定式に準拠して、設備管理運営費、他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税を算定した。

d.自己資本費用（円/月） 57

e.利益対応税（円/月） 57

f.合計（円/月） 1,658 b＋c＋d＋e

g.1回線あたりコスト（円/月） 138 f÷12ヵ月

③加入者回線のうち局舎～引込分岐点間

区分 コスト等 備考

a.1回線あたりコスト（円/月） 1,095 ①－②のg

b.加入者回線に占める局舎～引込分岐点間コストの割合 0.8881 a÷①

Ｂ．主配線盤

・メタル設備のみを用いる加入者回線に係る主配線盤

区分 コスト等 備考

1回線あたりコスト（円/回線（2線式（タイプ１)・月）） 30 （別紙１）端末回線伝送機能（補正申請）（H14.1.31認可）の網使用料算定根拠のＤの①のcより

Ｃ．施設設置負担金相当の加算料

・2線式

区分 コスト等 備考

①1回線あたりコスト（円/月） 527 （別紙１）端末回線伝送機能（補正申請）（H14.1.31認可）の網使用料算定根拠のＥの②より

②1回線あたり局舎～引込分岐点間相当コスト（円/月） 468 ①×Ａの③のb

Ｄ．第2ｸﾞﾙｰﾌﾟ回線に加算する加算額（1回線あたり）

区分 コスト等 備考

①局舎～引込分岐点間 1,095 Ａの③

②主配線盤 15 Ｂ÷2

③負担金相当の加算料 468 Ｃの②

④加算額の原価計（円/月） 1,578 ①＋②＋③

⑤第2ｸﾞﾙｰﾌﾟ回線の収容効率係数 1.57 カッド内の回線収容の差異をもとに設定（H14年度特別調査）

⑥第2ｸﾞﾙｰﾌﾟ回線に加算する加入者回線ｺｽﾄ（円/月） 899 ④×（⑤－１）

（2）料金の設定

・端末回線伝送機能（第5条（標準的な接続箇所）第1項の表中第1-2欄で接続する場合）　　端末回線により伝送を行う機能

　イ　第2群の伝送方式を用いるものの(ｱ)　当社の局内ｽﾌﾟﾘｯﾀを利用する場合

区分 料金 備考

①第1ｸﾞﾙｰﾌﾟ回線に適用する料金（円/回線・月） 247 （別紙２）端末回線伝送機能（H14.1.31認可）の網使用料算定根拠のＧの①より

②第2ｸ゙ﾙｰﾌﾟ回線に加算するコスト（円/回線・月） 899 (1)のＤの⑥

料金　（円/回線・月） 1,146 ①＋②

・端末回線伝送機能（第5条（標準的な接続箇所）第1項の表中第1-2欄で接続する場合）　　端末回線により伝送を行う機能

　イ　第2群の伝送方式を用いるものの(ｲ)　当社の局内ｽﾌﾟﾘｯﾀを利用しない場合の①②以外の場合

区分 料金 備考

①第1ｸﾞﾙｰﾌﾟ回線に適用する料金（円/回線・月） 1,790 （別紙１）端末回線伝送機能（補正申請）（H14.1.31認可）の網使用料算定根拠のＥの①より

②第2ｸ゙ﾙｰﾌﾟ回線に加算するコスト（円/回線・月） 899 (1)のＤの⑥

料金　（円/回線・月） 2,689 ①＋②

・端末回線伝送機能（第5条（標準的な接続箇所）第1項の表中第1-2欄で接続する場合）　　端末回線により伝送を行う機能

　イ　第2群の伝送方式を用いるものの(ｲ)　当社の局内ｽﾌﾟﾘｯﾀを利用しない場合の②電話重畳する場合

区分 料金 備考

①第1ｸﾞﾙｰﾌﾟ回線に適用する料金（円/回線・月） 30 （別紙２）端末回線伝送機能（H14.1.31認可）の網使用料算定根拠のＧの①より

②第2ｸ゙ﾙｰﾌﾟ回線に加算するコスト（円/回線・月） 899 (1)のＤの⑥

料金　（円/回線・月） 929 ①＋②
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Ⅲ.投資等比率及び貯蔵品比率の算定

(1)投資等比率の算定

(単位：百万円)

区分 首末平均残高

指定設備管理部門の電気通信事業固定資産 6,277,955 (Ａ)

指定設備管理部門における投資等(収益の見込まれないもの)（※） 20,270 (Ｂ)

投資等比率（Ｂ÷Ａ） 0.0032 (Ｃ)

※　投資等は、収益性の見込まれない出資金、保証金・負担金等である。

(2)貯蔵品比率の算定

(単位：百万円)

区分 首末平均残高

電気通信事業固定資産 7,565,395 (Ａ)

貯蔵品（※） 26,829 (Ｂ)

貯蔵品比率（Ｂ÷Ａ） 0.0035 (Ｃ)

※　貯蔵品は、現用に供されるまでの間保管されている電気通信設備用品（新品）であり、

　　金額は月末在庫額の年平均値である。

(注)なお繰延資産比率については、繰延資産が発生していないので無しとする。
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Ⅳ.接続料収納までの平均的な日数の算定

(1)機能の提供と接続料の収納までの日程

請求書の発行

▲

0.5月 1.5月

   0月 0.5月

(2)機能の提供から当該機能に係る接続料の収納までの平均的な日数の算定

機能の提供から当該機能に係る接続料の収納までの平均的な日数

　=　1.5ヵ月÷12ヵ月×365日　= 45.625日

(1)より
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2月

収納期日

▲

0.5月

機能提供の当月 翌月

機能の提供

平均



Ⅴ.資本構成比率の算定

(1)資本の状況

(単位：百万円)

レートベース

有利子負債

電気通信事業 Ｈ12稼働 有利子負債

固定資産 2,261,233 (0.220) 2,261,233 (0.281)

③圧縮後の資本構成比 負

7,565,395 その他の負債 7,565,395 債

1,484,375 (0.144)

退職給与引当金
退職給与引当金 ②流動資産の 1,841,287 (0.229)
2,608,031 (0.253) 　圧縮

▲ 2,251,119

貯蔵品(月平均) 26,829

自己資本 自己資本

流動資産等 3,944,172 (0.383) 481,297 投資等 24,353 3,944,172 (0.490) 資

2,732,416 本

運転資本 430,115

①流動資産の理論値と

計 10,297,811 　実績の差 計 8,046,692 計 8,046,692

481,297-2,732,416=▲2,251,119

(2)他人資本比率

他人資本比率　= （2,261,233 + 1,841,287）   ÷   8,046,692  　= 0.510

負債              負債資本合計

(3)有利子負債が負債の合計に占める比率

有利子負債が負債の合計に占める比率　= 2,261,233  ÷  （2,261,233+1,841,287）  = 0.551

      負債の合計

(4)有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合

有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合　=　  1 - 0.551 = 0.449

有利子負債が負債の合計に占める比率

(5)自己資本比率

自己資本比率　= 1　-　0.510　= 0.490
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他人資本比率

      有利子負債

(資本構成)Ｂ／Ｓ(Ｈ12)稼働ベース

電気通信事業固定資産



Ⅵ.他人資本利子率の算定

(1)有利子負債に対する利子率

　　有利子負債の額に対する他人資本費用の平成12年度実績とした。

2.74%

(単位：％)

年度 12

区分

2.74

(注)借入金の平均利子率である。

(2)有利子負債以外の負債の利子相当率

　　国債利回りの過去5年平均とした。

2.00%
(単位：％)

年度 8 9 10 11 12 平均

区分

2.98 2.20 1.50 1.69 1.64 2.00

(注)国債(利付・10年物)の平均利回りである。

(3)他人資本利子率

　　他人資本利子率　=　2.74%×0.551+2.00%×0.449　= 2.41%

　　(有利子負債に対する利子率×有利子負債比率+国債利回り×有利子負債以外の負債の比率)
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他人資本利子率

他人資本利子率

　　有利子負債に対する利子率　=　

　　有利子負債以外の負債の利子相当率　　=



Ⅶ.自己資本利益率の算定　

1.ＣＡＰＭ的手法による自己資本利益率

(単位：％)

年度 平均（注４）

H12

区分 単年

1.18 0.90 2.35 －

β値の適用 × × ○ －

1.50 1.69 1.64 －

①－② － － 0.71 －

β＝0.6
(注３)

（注１）主要企業の自己資本利益率は「日経経営指標」より。但し、平成12年度は速報値である。

（注２）リスクフリーレートについては、指定設備全体の平均的な耐用年数に着目し、耐用年数が１０年超であることか

       ら国債１０年ものの利回りを使用した。

（注３）β値については、昨年度と同値(0.6)とした。

（注４）算定期間については、3年間とした。ただし、平成10、11年度については、主要企業の自己資本利益率がﾘｽｸﾌﾘｰﾚｰﾄ

　　　　を下回っているため除外している。

２．主要企業の過去５年間の自己資本利益率

年度

8 9 10 11 12 平均

区分

主要企業の自己資本利益率 4.19 3.04 1.18 0.90 2.35 2.33

（注）「日経経営指標」より。ただし平成12年度は速報値である。

３．料金算定に採用した自己資本利益率

　　上記１，２を勘案し、低い方の１のＣＡＰＭ的手法による自己資本利益率を採用する。

2.07%

①主要企業の自己資本利益率（注１）

2.07
  選択される自

12

－ －

10 11

  己資本利益率

②ﾘｽｸﾌﾘｰﾚｰﾄ（注２）

2.07
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自己資本利益率　=



Ⅷ.利益対応税率の算定

利益対応税としては、事業税、法人税、道府県民税、市町村民税を見込んだ。

69.87%

(算定方法)

　1.税引前利益に対する率の算定

①税引前利益をｙ、税額をｘnとする。

②事業税実効税率

　　事業税額をＸ1とする。

　　ｘ1　=（ｙ-ｘ1）×0.101 → ｘ1　= 0.101 × ｙ = 0.0917ｙ

1+0.101

③法人税実効税率

　　法人税額をｘ2とする。

　　ｘ2　=事業税引後利益　×　0.3

　　　　=(ｙ-0.0917ｙ)  ×　0.3

　　 　 = 0.2725ｙ

④道府県民税実効税率

　　道府県民税額をｘ3とする。

　　ｘ3　=法人税額　×　0.05

　　　　 =0.2725y　×　0.05　= 0.0136ｙ

⑤市町村民税実効税率

　　市町村民税額をｘ4とする。

　　ｘ4　=法人税額　×　0.123

　　　　 =0.2725y　×　0.123　= 0.0335ｙ

⑥税引前利益に対する利益対応税率

　　利益対応税額をｘとする。

　　ｘ　=ｘ1+ｘ2+ｘ3+ｘ4

　　　　= 0.4113ｙ

　2.税引後利益に対する率の算定

税引後利益をｚ、税引前利益をｙ、税額をｘとする。

税引前利益　ｙ

利益対応税率　=　　=　　　ｘ 　=  0.4113y　 　=　0.4113y  =0.6987 利益対応税

　　   　z    (1-0.4113)y      0.5887y 　ｘ　=　0.4113ｙ

税引後利益

　ｚ　=　（1-0.4113）ｙ

利益対応税率　=
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（別紙１）端末回線伝送機能の算定根拠（補正申請）・・・（H14.1.31補正申請、H14.1.31認可の網使用料算定根拠より抜粋）

Ｂ．加入者回線

①メタル設備のみを用いる加入者回線

区分 コスト等 備考

ａ．原価（百万円） 920,216 ア－イ－ウ

ア．メタル設備のみを用いる加入者回線 928,583 （１）の⑤メタル設備のみを用いる加入者回線

イ．ＤＳＬ回線故障対応機能コスト 2 ＤＳＬ回線故障対応機能１回線あたりコスト<=40円（別紙3の8-(3)c.より）×対象回線数4,275回線（Ⅹ．料金設定に使用した回線数の１より）×12ｹ月>

ウ．加算料相当コスト(ﾒﾀﾙ設備のみ使用回線相当） 8,365 Ａの⑨加算料相当コスト（8,980百万円）をﾒﾀﾙｻｰﾋﾞｽ回線数に占めるﾒﾀﾙ設備のみを用いる回線数の割合<62,189,797回線/66,761,938回線>（Ⅹ．料金設定に使用した回線数の１のﾒﾀﾙｻｰﾋﾞｽの収容形態別回線数より）で按分

ｂ．回線数（回線） 62,189,797 Ⅹ．料金設定に使用した回線数の１より

ｃ．１回線あたりコスト（円/回線（2線式（タイプ１)・月）） 1,233 ａ÷b÷12ｹ月

Ｄ．主配線盤

①メタル設備のみを用いる加入者回線に係る主配線盤

区分 コスト等 備考

ａ．原価（百万円） 22,547 （１）の⑤メタル設備のみを用いる加入者回線に係る主配線盤

ｂ．回線数（回線） 62,211,661 Ⅹ．料金設定に使用した回線数の１より

ｃ．１回線あたりコスト（円/回線（2線式（タイプ１)・月）） 30 ａ÷ｂ÷12ヵ月

Ｅ．料金の設定

①基本料

・端末回線伝送機能（第5条（標準的な接続箇所）第1項の表中第1-2欄で接続する場合）　端末回線により伝送を行う機能のイ 当社の局内ｽﾌﾟﾘｯﾀを利用しない場合の（ア） （イ）以外の場合

区分 料金 備考

料金　（円/回線・月） 1,790 Ｂの①のc+Dの①のｃ＋②加算料　2線式

②加算料

・2線式

区分 料金 備考

料金（円/回線・月） 527 Ａの⑦加算料（円／回線・年）÷12ｶ月

10



（別紙２）端末回線伝送機能の算定根拠・・・（H13.11.8認可申請、H14.1.31認可の網使用料算定根拠より抜粋）

Ｇ．料金の設定

①基本料

・端末回線伝送機能（第5条（標準的な接続箇所）第1項の表中第1-2欄で接続する場合）　端末回線により伝送を行う機能のイ 当社の局内ｽﾌﾟﾘｯﾀを利用しない場合の（イ） 電話重畳する場合

区分 料金 備考

料金（円/回線・月） 30 Dの①のｃ

・端末回線伝送機能（第5条（標準的な接続箇所）第1項の表中第1-2欄で接続する場合）　端末回線により伝送を行う機能のア 当社の局内ｽﾌﾟﾘｯﾀを利用する場合

区分 料金 備考

料金（円/回線・月） 247 Dの①のｃ＋別紙6の1-(2)②Aのg＋別紙6の1-(2)②Bのｉ×２
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